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国保大網病院給食業務委託仕様書

この仕様書は、大網白里市立国保大網病院（以下、「大網病院」という。）の給食業務の大要を

示すものであり、個々に記載のない細部事項については、発注者・受注者協議のうえ決定する。

第１章 総則

１ 業務の目的

大網病院の患者等における病院給食の方針に基づき、医療の一環として患者等の疾病の治

癒、療養効果の向上、健康の保持増進・予防を行うとともに、安心・安全で衛生的かつ満足度

の向上を図りながら、効率的かつ安定的な給食を提供することを目的とする。

２ 基本事項

（１）件名

大網白里市立国保大網病院 給食業務委託

（２）履行場所及び施設概要

大網白里市富田８８４番地１ 国保大網病院

ア 許可病床数９９床（一般病床９９床）

病棟数２病棟（２階 東南病棟・西病棟）

イ 標榜科目

内科、外科、消化器科、整形外科、リハビリテーション科、耳鼻咽喉科、皮膚科、

眼科、麻酔科

ウ 病床稼働率 ７０．８％（令和６年度）

平均在院日数 １４．７日（令和６年度）

（３）委託期間

令和８年４月１日から令和１１年３月３１日まで（３６ヶ月）

（４）契約方式

定額管理費に加え、１食あたりの単価契約を合わせて契約する。

３ 用語の意義

この仕様書における用語の意義は次のとおりとする。

（１）従事者とは、受注者に所属する職員であって、当院の施設において給食業務に従事す

る者をいう。

（２）業務責任者とは、医療法施行規則第９条の１０第１号に規定する者で、大網病院に常

駐する受注者の常勤職員の中から選任された者をいう。

（３）休日とは、土曜日、日曜日及び国民の祝日に関する法律に規定する休日及び発注者の

指定する年末年始の休日をいう。

（４）入院患者とは、治療の目的をもって入院している者をいう。

（５）職員とは、大網病院に勤務しているものをいう。

（６）食事に係るものは以下のとおりとする。

用 語 説 明

特別食
疾病治療の直接手段として、医師の発行する食事箋に基づいて提

供される治療食、無菌食及び特別な検査食。（分食補食、嚥下食）

一般食 特別食でない他全般の食事。

個別対応食
発注者の指示により、患者の QOL 及びサービスの向上を図るため

の食事、付加食。
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４ 遵守法令等

受注者は委託業務の遂行に当たり、大網病院の指示監督に従い、その責務を果たすとともに、

関係法令及び病院給食業務を実施するに当たり、必要な法令等を遵守し業務を遂行すること。

（１）医療法（昭和23年法律第205号）

（２）医療法施行令（昭和23年政令第326号）

（３）医療法施行規則（昭和23年厚生省令第50号）

（４）入院時食事療養及び入院生活療養の食事の提供たる療養の基準等(平成６年８月５日厚

生省告示第２３８号）

（５）入院時食事療養費に係る食事療養及び入院時生活療養費に係る生活療養の実施上の留

意事項について（令和2年3月5日保医発第0305第14号）

（６）食品衛生法（昭和22年法律第233号）

（７）大量調理施設衛生管理マニュアル（平成9年3月24日付け衛食第85号別添）

（８）感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成10年法律第114号）

（９）その他関係法令及び通知（労働基準法、最低賃金法、健康増進法等）

５ 委託業務の基本事項

（１）委託する業務の区分は、「業務内容分担表」（別表１）のとおりとする。

ただし、一部の委託業務については発注者と受注者との共同作業とする。

なお、業務履行に際しては、関係法令を遵守すると共に、関係法令に基づく所定の手

続きを遅延なく行うこと。

（２）委託業務の運営に必要な経費のうち、受注者の負担する経費は、「経費負担区分表」

（別表２）のとおりとする。

（３）給食数については概ね、「給食数実績」（別表３）のとおりであるが、別に検食を提供

すること。検食の献立内容については患者食と同様とし、毎食ごとに医師用１食用意

すること。

（４）発注者の指示によりドック食を調理すること。

（５）業務内容または業務数量に変動が生じた時、その他本仕様書に定めのない事項等に疑

義が生じた場合は、発注者と受注者双方による協議のうえ、決定すること。

６ 委託料の支払い

（１）委託料の支払いは月払いとする。

（２）委託料の内訳は以下の区分とする。

ア 管理費（人件費、管理費、細菌検査代、経費等）

イ 給食材料費（患者食（朝・昼・夜）、患者外食（朝・昼・夜）、ドック食）

（３）給食食材費は、区分ごとの単価に業務数量を乗じて算出するものとする。

（４）午前、午後、夜食の間食は、それぞれ朝食、昼食及び夕食の食数に含むものとする。

（５）検食、保存食は業務数量に含むものとし、濃厚流動食及び栄養補助食品のみ提供した

場合は業務数量に含めない。

行事食 毎月１回以上提供する季節・行事にあった食事。

嚥下食

嚥下困難者用、摂食嚥下学会コードに添った食形態の食事。

言語聴覚士（以下「ＳＴ」という。）の依頼に添う。

汁・お茶・栄養剤等についてトロミの強さは３段階。

検 食

給食業務の改善、献立及び調理に寄与するため、医師及び管理栄

養士または栄養士が、配膳前に毎食必ず患者給食を摂取し、その

結果を記録する。

保存食
衛生管理上の観点から、提供した全ての食材・調理品を１４日分

冷凍保存するもの。

非常食 非常時に備えて常備する食材。
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（６）濃厚流動食、栄養補助食品及び嚥下食用増粘剤（トロミ調製材）については、毎月受注

者が使用実績量報告及び費用請求を行い、発注者は報告、請求に基づいてその費用を

支払うこととする。

（７）「第４章 非常時の対応」１１（２）に規定する非常食について、給食として消費され

た月の翌月に給食材料費として発注者へ請求するものとする。

第２章 人員配置・業務管理

７ 業務従事者の条件、人員配置、教育管理等

（１）職種、及び人員配置

① 業務責任者の配置

ア）業務全体を統括する業務責任者を配置すること。（栄養主任または調理主任との兼任

は可とする。）

イ）業務責任者は、病院における給食実務経験を有する管理栄養士、栄養士または調理

師であり、苦情、要望等の対応をするとともに自社の管理栄養士、栄養士、調理師に

速やかに指示、伝達が出来る者とする。

② 栄養業務担当者の配置

ア）栄養管理業務を統括する栄養主任１名（管理栄養士または栄養士）を配置すること。

イ）栄養管理業務を行うに十分な資質のスタッフ、人数を配置すること。

③ 調理業務（食器洗浄等を含む）担当者の配置

ア）調理業務を統括する調理主任１名（栄養士または調理師）を配置すること。

イ）調理主任は病院における給食実務経験があること。

ウ）調理師、調理補助者については、業務遂行に支障のない人数を配置することとし、

常勤かつ調理師免許を有する調理師が３名を下回らないよう努めること。

エ）調理業務従事者は、調理師の有資格者または調理師の有資格者と同等の知識や経験

を有する者を配置すること。

オ）調理業務全従事者は健康診断結果に異常のない者を配置すること。

カ）調理業務全従事者は感染症疾患者を除く心身健康な者とすること。

（２）業務従事者の教育・管理

① 受注者は業務責任者を通じて、給食業務の運営に支障がないよう随時衛生関係教育を業

務従事者に対して行うものとする。

② 受注者は、発注者の仕様に従い、従事者に業務を忠実に履行させること。

③ 受注者は、自らの責任において、従事者の調理衣等を必ず着用させること。

④ 従事者の業務に関わる指導教育は、受注者が責任を持って行い、発注者との協議により、

不都合のある者については早急に再教育をすること、または必要に応じて交替の措置を

講じること。

⑤ 受注者は、労働基準法、労働安全衛生法、労働者災害補償保険法など、業務従事者に関

連する法令を遵守するとともに、法令上の対応にすべての責任をもつこと。

⑥ 受注者は、契約締結時、従事者の氏名・年齢・資格等記載の名簿を発注者に提出するこ

と。

⑦ 受注者は、従事者が病気等休んだ時、応援体制を確保する等業務に支障がないようにす

ること。

⑧ 業務時間内外に関わらず大網病院敷地内での喫煙は認めない。電子煙草も同様とする。

⑨ 従事者の通勤車両の駐車・駐輪箇所については、発注者の指定する場所とし、駐車代等

は原則無料とする。ただし、駐車スペース等には限りがあるため、詳細は発注者との協

議により決定する。

８ 業務管理

（１）業務管理に関して、以下の書類等を作成・整備し、発注者へ提出すること。

ア 標準作業書

① 標準作業書は、医療法施行規則第９条の１０第８号に基づいて作成されたものである



4

こと。

なお、適時適温の給食の実施方法には、主要な調理機器の使用方法及び保守管理を含

むものであること。

② 標準作業書は、請負契約に基づく当該委託業務を適正かつ円滑に実施するために常備し、

従事者に受託業務の処理方法や衛生管理等の基礎教育を行うものであることから、受注

者は受託業務開始時までに標準作業書を作成し、その内容及び業務の実施方法ついて発

注者の承認を得なければならない。

イ 従事者名簿（一覧表含。業務に従事する有資格者の資格を証する書類の写しを必ず添

付すること。様式任意）

ウ 業務責任者届（業務に従事する有資格者の資格を証する書類の写しを必ず添付するこ

と）

エ 緊急連絡網（氏名・緊急連絡先等を記載すること。様式任意）

オ 通勤車両台帳（徒歩・自転車通勤の者も含む）

カ 翌月分の勤務表・業務分担配置表を毎月２６日（２６日が当院職員の休日に当たる時

は、その前日）までに作成し、大網病院栄養科に提出すること。

キ 健康診断結果表の写し

ク 委託業務の実施状況その他の書類（発注者の求めに応じて提出すること）

（２）勤務表及び業務分担配置表は、あらかじめ各従事者に確認させること。

（３）受託の従事者は、発注者の業務遂行に支障を来たすような行為をしないこと。なお、

その行為があった場合には、発注者は受注者に対し従事者の交替を求めることができる

ものとする。

（４）従事者の出勤簿は大網病院栄養科事務室に備えること。

（５）従事者の退職等の理由により、（１）ア～クの提出書類の内容に変更が生じた場合、発

注者の定める期限までに必要書類を提出すること。

第３章 業務内容

９ 主な業務項目

（１）献立・給食管理業務

（２）食数管理業務

（３）調理作業管理業務

（４）材料管理業務

（５）施設等管理業務

（６）業務管理業務

（７）衛生管理業務

（８）研修業務

（９）労働安全衛生業務

（１０）その他業務

１０ 業務内容

（１）献立・給食監理業務

① 献立の作成

ア 発注者との協議により、受注者は食事箋に記載されている一般食、特別食、そ

の他入院患者の療養に必要な食種の献立を作成すること。

イ 献立は、季節感や行事食（月1回以上）、患者の嗜好等を参考に作成すること。

ウ 予定献立表は指定する日時までに提出し、発注者の承認を受けること。

提出期限は遅くとも実施２週間前までとし、その後に発生する変更については、

速やかに発注者の承認を得ること。

エ ドック食については、以下のとおりとすること。

ドック食は、発注者とメニュー内容を協議・決定し、提供すること。

提供時は、カロリー表示、栄養表示、アレルギー表示をすること。なお、検査結
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果により医師の指示でドック食の提供内容に変更がある場合についても対応す

るものとする。

オ 嚥下食、ミキサー食の形態については、摂食嚥下学会分類コードに準ずること。

医師の指示に基づくＳＴからの依頼については、その都度対応すること。

カ 献立作成の為、給食システムのマスタを登録・更新する際は、発注者に報告す

ること。

② 個別対応食

受注者は、発注者の指示により、患者のＱＯＬ及びサービスの向上を図るため次に

掲げる個別対応食を実施するものとする。なお、付加食にはゼリー、果物・飲み

物などがあり、食欲が低下している患者には主食をパン・麺類とするなどの対応

がある。

ア 約束食事箋掲載以外の治療上必要な食事の提供

イ アレルギー、宗教上等の理由による禁止食品対応

ウ 化学療法等により食欲が低下している患者の症状や嗜好に合わせた食事

エ 摂食・嚥下障害患者への食事

オ 栄養状態が低下している患者への付加食

カ その他、

③ 濃厚流動食・栄養補助食品の管理と提供

ア 濃厚流動食及び栄養補助食品は、栄養管理上、必要に応じて発注者の指示によ

り、これらを単独あるいは食事と併用して提供すること。

イ 発注者の指示に基づいて使用する濃厚流動食及び栄養補助食品の品目の変更に

対応すること。

ウ 濃厚流動食は、使用日の前日または毎食（おやつ時あり）まとめて病棟スタッ

フステーションに運搬またはその都度運搬とすること。

④ 検食の評価と報告

ア 検食者や、その食種については発注者との協議により決定し、検食者は発注者

が作成した検食簿に評価を記入する。

イ 調理中もしくは調理後の試食は、業務責任者、栄養主任、調理主任、発注者の

管理栄養士と実際にそれを調理した従事者に限定すること。

ウ 検食の評価については、改善すべき点は速やかに対応するなど、その評価を業

務の参考とすること。

エ 検食の費用は、受注者が負担すること。

（２）食数管理業務

食種及び食数は、発注者の電子カルテシステム（「HAPPY CLIOS-ER（キャノンメディ

カル」）により医師等が指示するので、受注者は発注者の給食システム「Mr.献ダテ

マン」（タス）)により、毎食ごと確認するものとする。

受注者は毎食ごと、給食システムから帳票（食札・配膳表）を出力し、遺漏がないよ

う確認すること。

① 食種及び食数管理

ア）電子カルテシステムからのオーダー取込及び取込有無の確認

イ）食事オーダ情報（食札・配膳表）の出力・確認

ウ）食数の決定、厨房への指示

エ）締切後の電話による病棟からの変更対応

オ）変更内容の厨房への指示

カ）日計、月計、年計資料の作成

② 食札管理

ア）食札（毎食）の出力・変更（修正）等

イ）アレルギー食の食札記載・個別対応患者の食札作成

イ）食札のトレーセット（朝・昼・夕）

ウ）病棟からの追加変更等への対応（朝・昼・夕）

エ）食札カード差し替え及び厨房内連絡等（朝・昼・夕）
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オ）禁止食の対応

カ）下膳後、退院後の食札の処分

③ その他

発注者の求めに応じて給食材料関係の伝票、帳票整理

（３）調理作業管理業務

① 調理・盛付業務

ア）調理作業ローテーションの作成と発注者への提出

イ）一般食、特別食の調理・盛付全般への対応

ウ）主食（ご飯・粥）炊飯・盛付け

エ）副菜（大皿・小鉢（蓋つき食器））盛付

オ）嚥下困難食への対応

カ）行事食への対応（年１２回以上）

キ）アレルギー食への対応

ク）禁止食への対応

② 運搬・配膳業務

ア）配膳車への積込み

イ）食札と配膳時の積込みチェック

ウ）搬送用エレベーターによる配膳車移動・各病棟への引き渡し

エ）運搬・下膳時間は、下表のとおりとすること。なお、嚥下訓練食等は指定時間よ

り早く配膳することがあるので適宜対応すること。

○運搬完了・下膳完了時間

受注者は配膳時間が異なる患者がいる場合は、発注者の指示に従うものとする。

※１ 患者に応じ、間食の提供が異なる場合がある（遅くとも20時まで）。

※２ 全て２時間前とするが、締め切り時間後の緊急を要する食事変更並びに緊急入院

患者等に対する食事の変更及び追加の依頼に適宜対応すること

③ 食器類の洗浄、消毒及び保管

ア）下膳車の搬送及び配膳車の回収（各病棟への配膳後）

イ）下膳車、食器、トレー等の回収（各病棟からの下膳後）

ウ）残菜処理（厨房内ごみ箱への格納）

エ）配膳車、食器、トレー等の洗浄、消毒、保管

オ）洗浄・消毒作業計画書の作成・提出

カ）管理点検記録の作成・提出

④ その他

ア）後片付け及び翌日の準備等

イ）その他、調理師業務に付随する業務

（４）材料管理業務

① 給食材料の発注

ア）給食材料は可能な限り国産の食材料とし、野菜は生鮮野菜を調達すること。

イ）使用する給食材料の種類等を発注者に報告するとともに、産地等を必要に応じ

て開示できるようにすること。

ウ）給食材料の新規採用を希望する場合は、発注者の承認を得ること。

区分
オーダー

締切時間※2
運搬完了時間 食事時間 下膳開始時間

朝食 5時 30 分 7 時 30 分 7 時 30 分 8 時 40 分

昼食 10 時 00 分 12 時 00 分 12 時 00 分 13 時 00 分

間食

※1
―

10時 00 分及び

15 時 00 分

10 時 00 分及び

15 時 00 分
―

夕食 16 時 00 分 18 時 00 分 18 時 00 分 19 時 00 分

ドック

食
9時 30 分

11 時 30 分

～12 時 30 分
― ―
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エ）やむを得ない事情により、食材変更する場合は、発注者の承認を得ること。

② 給食材料の検査検収、及び在庫管理

ア）「大量調理施設衛生管理マニュアル」に沿って、点検や記録を実施し、衛生管理

に注意して保管を行うこと。

イ）保存食（納入食材・調理済食品）を１４日分確保しておくこと。

③ 給食材料の払出業務

④ 給食材料の伝票確認及び保管

⑤ その他

発注者の要望に応じて、食材納入業者に対し、検便証明書を提出させ、発注者へ提

出すること。

（５）施設等管理業務

ア 受注者は、給食業務に必要な発注者の所有する施設、設備、調理器具等を使用し

て業務を実施するものとする（「指定機器一覧表」）。

イ 受注者は施設、設備、調理器具等を適正な方法で使用すること。ただし、受注者

の調達した機器、調理器具等を使用するときは、安全確認のため発注者の承認を得

ること。

ウ 受注者は、使用を許可された施設、設備、調理器具等に修理等の必要が生じたと

きは、発注者に申し出ることとし、発注者がその必要性を認めたときは、発注者の

責任において修理を行う。ただし、受注者の故意または過失による故障等が発生し

たときは、その修理費用は受注者の負担とする。

なお、この場合に、受注者は発注者の許可を得て、自らの負担で修理を行うことを

妨げない。

エ 故障等の原因が、天災その他ウ以外の事由によるときは、発注者と受注者が協議

の上、負担区分を決定するものとする。

（６）業務管理業務

① 勤務表の作成

② 業務分担・職員配置提示

（毎月の勤務シフト表は発注者に提出し、確認を得ること）

（７）衛生管理業務

① 「大量調理施設衛生管理マニュアル」に沿って衛生管理を行うこと。

② 施設・設備の衛生保持

③ 衣服・作業者等の清潔保持確認

④ 納入業者に対する衛生管理の指示

⑤ 衛生管理簿を作成し、徹底した衛生管理を行うこと。

⑥ 検便検査（５～１０月：月２回、１１～４月：月１回）及び年１回の健康診断を実

施し、発注者に報告すること。

⑦ １０月～３月は、従事者にノロウイルスが疑われる症状がある場合、受注者は必ず

医療機関での診断・検査を実施し、その結果を発注者へ報告すること。

⑧ 新型コロナウイルス・インフルエンザ等の感染症について、発注者から抗体検査や

予防接種の要請があったときは、集団予防の見地から適切に対応すること。

⑨ 発注者が実施する害虫駆除（年６回：厨房室）及び定期清掃(年４回：厨房事務室

及び厨房前室)に協力すること。なお、グリーストラップは年１回専門業者により清

掃が行われるが、日常の清掃は受注者において行うものとする。

（８）研修業務

① 調理従事者に対して、必要な研修・訓練を実施するとともに、実施した研修・訓練

の内容について発注者に報告すること。

② 受注者は、従事者の教育計画（年間）を発注者に提出すること。

（９）労働安全衛生業務

① 健康管理計画を作成し、業務従事者の健康管理に努めること。

② 業務従事者の定期健康診断の実施、発注者への結果報告

③ 業務従事者の検便の定期的実施、発注者への結果報告



8

④ 事故防止対策を策定し、業務従事者の労働安全衛生を確保すること。

（１０）その他業務

① 発注者からの要請に応じて、受注者は栄養委員会に出席すること。

② 給食業務に関連する各種書類作成・保管を行うこと。

第４章 非常時の対応

１１ 体制等

（１）食中毒発生時の体制

ア 検査用として全ての保存食や原材料を１４日間保管すること。

イ 食中毒が発生した場合においても、患者食の確保を図ること。

ウ 代行保証制度へ加入する等、非常時の食事提供体制を整備しておくこと。

エ 食中毒対応マニュアルを作成しておくこと。内容については発注者と協議し連携す

ること。

（２）非常時（地震・火災等）の体制

ア 非常食対応マニュアルを作成するとともに、前項に準じた体制を整備しておくこと。

内容については発注者と協議し、連携すること。

イ 火災、地震等災害時、労働争議の事態においても、患者給食を停滞させることなく、

代行保証等の対応を行うこと。

ウ 緊急時の保証内容及び手順（緊急時マニュアル）をあらかじめ明確に示すこと。

エ 非常時・災害時用の備蓄食を発注者の指定する場所へ1日分備蓄すること。

食品等の種類・1人当たりの最低必要栄養量は発注者との協議によるものとし、100

食×3回×1日分を最低数量とする。

１２ 業務の代行

受注者は、火災、労働争議、業務停止等の事情によりその業務の全部または一部の遂行が

困難となった場合の保証のため、業務の遂行が困難となった場合の業務の代行を行う者（以

下、「代行者」という。）を定め、受注者と代行者の２社間で締結した契約書の写し等を発注

者へ提出すること。

代行者を定めていない場合、本契約において、発注者、受注者及び公益社団法人日本メデ

ィカル給食協会との３者契約を締結するものとする。

第５章 要請・協力等

１３ 守秘義務及び個人情報保護

（１）受注者は、業務上知り得た情報について、将来にわたって、自ら利用し、他に漏らさな

いこと。

（２） 受注者は、個人情報を取扱う場合は、その取扱いについて、個人情報保護法及び大網

白里市情報セキュリティ基本方針及び対策基準を遵守すること。

１４ 立入検査等の協力

受注者は、自身の責任において適宜立入検査を行うこと。また、保健所等の立入検査が実

施される場合は、積極的に応じること。また、事故等の際に大網白里市等が調査・検査を実

施する場合は、当該検査の立会等に協力すること。なお、改善の勧告があった場合は、速や

かに改善等の処置を講じること。また、施設見学者への対応についても協力すること。

１５ その他の協力要請

（１）外部の立ち入り検査や指導、監査及び各種届出等について、発注者の求めに応じて協

力をすること。

（２）大網病院の実施する防災訓練に発注者から依頼があった場合は協力すること。

（３）発注者が求めた時は、発注者が主催する教育研修に従事者を参加させること。
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（４）栄養委員会の開催等

受注者は、発注者の求めに応じて開催される栄養委員会に出席し、発注者との連携に

つとめること。加えて、委員会での提案や改善事項については、速やかに対応するこ

と。

（５）嗜好調査・喫食調査（食事アンケート）の実施

ア 受注者は、発注者が行う嗜好・喫食調査の企画、実施について、協力して業務を行

うこと。

（６）諸官庁提出関係書類の資料作成及び調査協力

ア 年齢別荷重平均成分値、食品構成表、検食簿、業務日誌、実施献立表の提出書類の

資料を作成すること。

イ 上記以外の給食関係の伝票整理・報告書の資料作成は別途協議すること。

ウ 関係官公庁が行う調査に協力するとともに、発注者または関係官公庁等から指示指

導を受けた事項については速やかに改善すること。

（７）その他

ア 発注者と協議の上、全ての業務における業務マニュアル(「大量調理マニュ アル」・

「衛生管理マニュアル」・｢食中毒対応マニュアル｣・「非常食対応マニュアル」・「緊

急時マニュアル」等）を作成し、発注者の求めに応じて提出すること。

イ 発注者において行なわれる病院施設の改修、電子カルテシステムの更新等により、

業務内容または業務数量に変動が生じた時、その他本仕様書に定めのない事項等に

疑義が生じた場合は、発注者と受注者双方による協議の上決定すること。

第６章 その他

１６ 業務引継ぎ

（１）受注者は、本契約が終了した場合において、新たに当該業務を受託する者（以下「新受

注者」という。）から受注者の業務履行期間中に受託業務内容（給食システム操作を含む。）

の引継ぎの申し出があった場合には、業務に支障のない範囲で確実に引継ぎを行うこと。

なお、引継ぎに要する費用は受注者の負担とする。

（２）受注者は、受託業務を実施するために発注者から借り受けた資料や備品等について、

漏れなく新しい受注者に引継ぐものとし、引継ぎが完了した場合は速やかに発注者に報

告するものとする。

（３）受注者に帰属する什器・備品・食材等のうち、新受注者に引継ぐことが可能なものは、

発注者、受注者、新受注者の三者で協議の上、引継ぐこと。

１７ 労働災害

契約業務の履行にあたり、従事者に労働災害が起こった際には、受注者の責任と負担で対

応すること。

１８ 損害賠償責任

次に揚げる事項に該当し、その結果発注者に損害を与えたときは、受注者は発注者に損害

を賠償しなければならない。賠償額は発注者と受注者とが協議して定める。

ア 受注者の故意または過失によって食中毒の原因となる細菌その他人体に有害な物質を

給食に混入したとき。

イ 受注者の故意または過失によって施設備品を損壊、紛失または遺棄したとき。

ウ 受注者の故意または過失によって給食が実施されなかったとき。

１９ 原状回復

履行期間が満了したとき、または契約を解除されたときは発注者と協議の上、速やかに調

理場内にある受注者の所有物を撤去し、受託業務遂行のための物品及び施設・設備を原状に

回復して、返還すること。
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２０ 受注者に求める資質等

① 受注者は、ＨＡＣＣＰ（危害分析重要点）に基づく業務管理が行えること。（ＨＡＣＣ

Ｐに基づく「業務管理マニュアル」を策定していること。）

② ９９床以上の病院における給食業務の受託実績・経験があること。

③ 千葉県内に本店又は支店等を有していること。

④ 患者給食の数量（業務量）が大きく変動する場合、受注者は発注者との協議を行い、柔

軟に対応すること。

⑤ この仕様書に記載のない事項及びその他疑義のあるときは、発注者と受注者双方協議の

上決定すること。

添付資料

別表１ 業務内容分担表

別表２ 経費負担区分表

別表３ 給食数実績



別表１　　　業務内容分担表

病院給食運営の総括 ○
栄養委員会の開催・運営 ○ △ 発注者の求めに応じ、受注者参加

院内関係部門との連絡・調整 ○

献立作成基準の作成 ○

献立の作成・提示 ○

献立表の確認 ○

食数の指示・管理 ○
食数の確認、食札の作成,出力（変更分を含む） ○ △ 必要に応じ、受注者が適宜行う場合がある

食事箋の管理 ○

嗜好調査の企画・実施 ○

残食調査の企画・実施 ○
検食の実施及び評価 ○ △ 必要に応じ、受注者が適宜行う場合がある

関係官庁等に提出する給食関係の書類等の作成 ○ △ 必要に応じ、受注者が適宜行う場合がある

上記書類等の確認、提出、保管管理 ○ △ 必要に応じ、受注者が適宜行う場合がある

上記以外の給食関係帳票の整理、報告書の作成、管理 ○ △ 必要に応じ、受注者が適宜行う場合がある

標準作業仕様書の作成（治療食の調理に対する指示を含む） ○

標準作業仕様書の確認（治療食の調理に対する指示を含む） ○

作業計画書の作成 ○

作業実施状況の確認 ○

調理、盛り付け ○

配膳、下膳 ○

食器の洗浄、消毒保管 ○

管理点検記録の作成 ○

管理点検記録の確認 ○

給食材料の調達（契約から検収まで） ○

発注書、納品伝票の管理・保管 ○

給食材料の点検 ○

給食材料の保管・在庫管理・出納事務 ○

給食材料の使用状況の確認 ○

給食施設・主要な設備の設置・修繕 ○

給食施設・主要な設備の管理 ○

その他の設備（調理器具、食器等）の日常保守管理 ○

使用食器の確認 ○

休憩室の清掃・管理 ○

従事者名簿及び勤務表の作成・提示 ○

業務分担・従業員配置表の提示 ○

業務分担・従業員配置表の確認 ○

衛生面の遵守事項の作成 ○

給食材料の衛生管理 ○

施設・設備（調理器具、食器等）の衛生管理 ○

衣服・作業者の清潔保持状況の確認 ○

保存食の確認 ○

納入業者に対する衛生管理の指示 ○

衛生管理簿の作成 ○

衛生管理簿の点検・確認 ○

緊急対応を要する場合の指示 ○

健康管理計画の作成 ○

定期健康診断の実施 ○

健康診断結果の保管 ○

健康診断実施状況等の確認 ○

検便の定期実施 ○

検便結果の確認 ○

事故防止対策の策定 ○

調理従事者に対する研修・訓練 ○

栄養指導 ○

区分 業務内容 発注者 受注者 備考

材
料
管
理

施
設
等
管
理

業
務
管
理

その他

運
営
管
理

調
理
管
理

衛
生
管
理

労
働
安
全
衛
生



別表２　　　経費負担区分表

給食施設費 給食施設費 (償却・修繕費含む) ○

給食設備機器の購入と補修費 ○ △
受注者の取り扱いに起因する
場合は受注者負担とする。

食器・厨房備品の購入及び補充費 ○ △
受注者の取り扱いに起因する
場合は受注者負担とする。

光熱水費及び空調費 ○

残菜処理費 ○

害虫駆除・消毒費 ○

グリスフィルター・グリーストラップ定期清掃費 ○

事務用電話料 ○

食事療法関係帳簿の印刷 ○

食札立て ○

薬剤、洗剤、ラップ、ごみ袋等 ○

検食費 ○

消耗品（厨房内で使用するもの） ○

検食用ビニール袋、マスク、
ディスポキャップ、ダスター、エ
ンボス手袋、ニトリルグローブ、
ブラシ、塩素チェッカー用試
薬、エプロン、ローラー等

従業員の人件費（給与、諸手当福利厚生） ○

食材料費（濃厚流動食、栄養補助食品及び嚥下
食用増粘剤（トロミ調製材）を除く）

○

保健衛生費  (定期健康診断、細菌検査等 ) ○

【参考】大網病院管理栄養士の
細菌検査回数（2026年4月～
2029年3月見込）
2名×17回＝34回

従業員に対する教育研修費（病院実施を除く） ○

従業員の被服費及び洗濯費 ○

上着、ズボン、前掛け、ビニー
ル前掛け、マスク、上履き、長
靴、納入業者の履物、帽子（検
収用）、洗濯代等すべて

官公庁への営業許可手続費用 ○

内容 発注者 受注者 備考



別表３ 給食数実績

１ 過去３年間の給食数

（単位：食）

２ 令和６年度食種別給食数

（単位：食）

年度

区分
令和４年度 令和５年度 令和６年度

患者

給食数

一般食 ４２，１５４ ４９，１７２ ４８，２９３

特別食 １３，８７６ １０，４８９ １６，１５１

小計 ５６，０３０ ５９，６６１ ６４，４４４

患者外

給食数

職員食 ９，１１７ ９，０５０ ９，６５９

ドック食 １１７ １３４ １４９

合 計 ６５，２６４ ６８，８４５ ７４，２５２

食種 年間食数

一般食

常食 ２４，３３２

全粥食 １９，００９

軟食（軟菜食・７分粥食・５分粥食・３

分粥食）
１，８１７

流動食 ３，１３５

特別食

減塩食 ２，５２９

糖尿病食 ５，７７９

肝臓病食 ２９０

消化管術後食 ６，２６４

脂肪制限食 １，２８９

合 計 ６３，０３８

【参考】パン、麺類等 全体の15％前後


